
様式 C-7-2

自己評価報告書

平成２２年 ５月１０日現在

研究代表者の専門分野：行政学

科研費の分科・細目： 政治学・政治学

キーワード： 市民社会 社会民主主義 平等 新自由主義 福祉国家 民主主義 政党

１．研究計画の概要
本研究は、規制緩和と社会的支出の削減を

柱とする新自由主義的な経済政策が早晩行
き詰まるであろうという展望のもとに、ポス
ト新自由主義時代の混乱や危機に対して民
主政治によって対抗策を打ち出すために何
が必要かという時代認識と問題意識から出
発した。具体的には、次の３つのテーマに取
り組み、政策のイノベーションと、社会的ガ
バナンスの構想を打ち出すことを目指す。
①新自由主義的政策の検証
②民主主義の機能と限界に関する理論的総括
③社会民主主義モデルの変容に関する比較

２．研究の進捗状況
１に示した研究目的を具体的に展開する

中で、これまでの研究活動は、次の４つの柱
に集約される。
Ⅰ 現代政治の鳥瞰図の作成
Ⅱ ポストデモクラシー状況の克服に関す
る欧米学者との対話

Ⅲ 代替的アプローチの開発
Ⅳ 新たなアジェンダの提起

当初はこれらの課題に順次取り組む構想
であったが、現実政治の大きな動き自体をテ
ーマに組み込むことは、政治学という学問の
性質上不可欠、不可避であり、複数のテーマ
が同時並行的に研究されたり、新たな課題が
追加されたりした。特に、日本の政権交代を
研究対象に組み込み、議論の幅が広がった。

(1) Ⅰについては、政治過程と政治言説に着
目し、1990 年代の改革ブームが 2000 年代に
入って小さな政府に向けた構造改革への支

持に吸収される過程に関する分析を行った。

(2) Ⅱについて、欧州の社会民主主義の変容
と展開、ポスト福祉国家の民主主義に関して、
福祉ガバナンスという概念を鍵に、各国の政
策展開を追跡した。更に、雇用や社会保障の
危機に対する政治対応の比較を行った。また、
資本主義の急激な運動としてのグローバル
化に対抗するため対話に基づく公共性の確
立の方途に関する議論を展開した。

政治に対する市民の期待に関する調査と
して、2007 年 11 月に、全国 1500 サンプル
による「日本人が望む社会経済システムに関
する世論調査」を実施した。その中で、国民
が構造改革の帰結に関して批判的に評価し
ていること、今後の政策の基軸的理念として
経済的自由の促進よりも、平等を重視してい
ることを明らかにした。

(3) Ⅲについては、2008 年の後半から 2009
年にかけて共同研究の成果をふまえて、『政
権交代論』（山口／岩波書店）、『福祉政治』
（宮本／有斐閣）、『生活保障』（宮本／岩波
書店）、叢書『自由への問い』（岩波書店）を
相次いで刊行し、ポスト新自由主義時代の民
主政治の構想を示した。

(4) Ⅳの柱である市民向けの政治テキスト
についても、現実政治が大きく変動している
ことを受け、前倒しで取り組んだ。その成果
として、『若者のための政治マニュアル』（山
口／講談社）、『政治のしくみがわかる本』（山
口／岩波書店）、『公共哲学』（齋藤他／放送
大学教育振興会）が刊行された。
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３．現在までの達成度
②おおむね順調に進展している。

（理由）
本研究プロジェクトのメンバーは、日本

の政治学界の中心的、指導的な研究者とし
て、多くの著作を発表し、学会運営におい
ても日本政治学会企画委員長、年報委員長
などの役割を担ってきた。同時代の政治を
分析する際のキーコンセンプトであるポス
トデモクラシー、社会的包摂、平等の回復、
連帯と相互承認、討議・熟議民主主義など
に関していち早く考察を深め、現実政治に
適用した点で、日本の政治学界をリードし
ていると言っても過言ではない。これらの
テーマに関して学会の共通論題、分科会が
開催され、政治学の潮流を切り開いた。

また、現実政治が2009年９月の政権交代
という大きな変動を遂げる中で、本研究プ
ロジェクトのメンバーは、これまでの研究
成果をふまえて、思想、実態分析、制度・
政策提言など多面的に発言し、政治学の存
在意義を社会に知らしめることに大きく貢
献した。本研究は直接政治に働きかけるこ
とを目的としているわけではないが、市民
の政治理解を深め、今後進むべき政治の方
向性について議論を豊かにしたと自負して
いる。
国際的にも、本研究プロジェクトは積極的

に発信してきた。ポストデモクラシーの著者
コリン・クラウチ、レギュラシオン学派のリ
ーダー、ロベール・ボワイエ、グローバリゼ
ーション研究の第一人者サスキア・サッセン
を招いて国際シンポジウムを開いた。これら
の指導的学者を通して、日本における政治研
究の水準を国際的に知らせることができた。
また、2010 年３月には、在仏日本大使館、パ
リ日本文化センターとの共催で、パリにおい
て変動する日本政治というテーマのシンポ
ジウムを開催し、好評を博した。
以上のような点から、研究活動は順調に進

展し、成果を上げていると考えている。

４．今後の研究の推進方策
残り2年間で、次のような柱で研究を継

続し、最終的な成果につなげたいと考えて
いる。

(1)国際比較の拡大と研究ネットワークの強化
西欧、北欧諸国の社会経済政策の展開に関

する追跡、市民意識に関する分析を進める一
方、従来比較的手薄だったアメリカとオース
トラリアにおける政治変動と政策イノベーシ
ョンについても考察を広げていく。

また、2010年3月にパリで開催したシンポジ
ウムを更に継続させ、日本からの政治学の発
信を推進する。

(2)新たなパラダイムの提起
政権交代以後の日本政治の混迷は、新たな

ビジョンの欠如に由来するものである。2年目、
3年目に発表した民主主義や政策システムの
イノベーションに関する論考を踏まえ、市民
社会民主主義の理念を具体的に展開するとと
もに、それを実現するための政治システム、
政策システムのあり方に関して構想図を示し、
次の時代の民主政治の指針を提示する。

(3)新書シリーズの継続的刊行
新たなパラダイムを市民向けに分りやすく

示す新書シリーズをさらに継続して刊行する。

５. 代表的な研究成果
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線）
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